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◆現金給付の適正化の推進 
   ・ 不正疑いのある事案については、保険給付適正化PTの議論を経て、立入検査等を積極的に 
     行う。特に現金給付受給を目的とする資格取得が疑われる申請については、重点的に審査 
     を行う。 

   ・ 傷病手当金と障害年金の併給調整を確実に実施する。 

◆効果的なレセプト点検の推進 
 ○内容点検 

   ・ 支払基金と合算したレセプト点検査定率を前年度以上とする。 

   ・ 本部提供データや自動点検機能等、システムを有効活用した効率的な点検を行う。 

   ・ 支払基金と協議を重ね、支部間差異の解消を図る。 

   ・ 薬剤師と連携し、多受診者に対する適正指導を実施する。 

 ○外傷点検 
   ・ 第三者行為による傷病レセプト、または外傷性の病名で3,000点以上のレセプトについて負傷 
    原因照会を実施し、迅速に求償を行う。 

○資格点検 
  ・ 資格喪失後受診にかかる返納金調定を迅速、正確に行う。 
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◆柔道整復施術療養費等の照会業務の強化 
 ○柔道整復施術療養費 
   ・ 施術箇所3部位以上、かつ15日以上の施術の申請割合について対前年度以下とする。    

   ・ 多部位（3部位以上）かつ頻回（月15日以上）の申請と、「部位ころがし」（負傷部位を意図的に 

    変更）による申請ついて、加入者に対する文書照会を強化する。【照会件数5,000件/年】 
    （前年度と同規模だがこれらの案件に特化して実施） 

   ・ H29年度パイロット事業で実施した柔整版医療費通知、柔整手帳送付を継続実施する。 

 ○鍼灸・マッサージ・あんま療養費 
   ・ 医療機関との混合受診防止のため、レセプトとの突合を実施する。 

   ・ 施術疑義があるものについて施術所や受診者等への照会を行い、必要に応じて施術所 

    への臨場調査も実施する。【照会件数240件/年】（前年度と同規模） 
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◆オンライン資格確認の導入に向けた対応 
   ・ USBを配布した医療機関での利用率を40％以上（H29年度上期38.5％）とし、喪失後受診に伴う 
    債権の発生を抑制する。【H29.9月末時点で792医療機関（USB)と308薬局（レセコン）が導入】 

   ・ 広島独自で実施している「調剤薬局のレセコン連携によるオンライ資格確認」を引き続き実施し、 

    利用薬局の拡大を図る。 

◆返納金債権発生防止のための保険証回収強化、債権回収業務の推進 
 ○保険証の回収 
     ・ 日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率を94.5％（H29.4～10月 

    平均回収率94.3％）とする。 

   ・ 保険証未回収者に対する返納催告（通知や音声自動案内）を年金機構の喪失処理後2週間 

        以内に実施する。 
  
 ○債権の回収 
   ・ 返納金債権（資格喪失後受診に係るもの）の回収率を前年度以上とする。また、医療給付費 
    総額に占める割合については、前年度以下とする。 

   ・ 保険者間での債権調整を積極的に活用するとともに、電話や弁護士による催告を早期に実施 

    する。 
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◆ビッグデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの提供 
   ・ ヘルスケア通信簿を提供し、事業主に取り組むべき従業員の健康課題の理解を促す。 
   【訪問事業所数500社/年】（H29.12月末時点316社） 

   ・ 医療費データ分析に基づき、多重服薬者や多受診者に対し、通知等働きかけを行うことにより 

    医療費適正化を図る。 

◆データ分析に基づいた第2期データヘルス計画の着実な実施 
  〈上位目標〉 
      2021年発表の健康寿命データ（2019年分）における、広島県の健康寿命延伸を上位目標とする。 

  〈下位目標〉 

   ・ 「糖尿病重症化予防事業」の参加者増に向け、勧奨方法等を改善したうえで、腎症の病期ごとに 
   プログラムを分けて実施する。【2期参加者200人/年、3-4期参加者100人/年】 
    （H29.12月末時点2期10人、3-4期51人） 

   ・ 「ひろしま企業健康宣言」の宣言事業所の拡大を図るため、文書や事業所訪問による勧奨に 

    加えて、外部委託による電話勧奨を行う。【宣言事業所数1,000社/年】（H29.12月末時点531社） 

   ・ 「健診受診率の向上」に向けて、わかりやすいパンフレットの作成やWeb媒体を活用した制度 

    周知を行う。 
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◆特定健診受診率・事業者健診データ取得率・特定保健指導実施率の向上 
 ○特定健診受診率の向上【生活習慣病予防健診実施率51.7％、特定健康診査実施率23.2％】 
                   （H29年度見込み 生活習慣病予防健診実施率47.4％、特定健康診査実施率19.8％） 

   ・ 県医師会と連携し、治療中のため健診受診しない方に、データ提供を促す通知を送付、医療 
    機関への周知を行う。 

   ・ 県がん対策課および市町と連携し、住民（市町）健診をパンフレットやDMに掲載する。 

   ・ 商業施設等の人の集まりやすい集団健診会場を増設し、パンフレットやDMで周知する。 

   ・ 位置情報サービスを利用し、加入者にとって最寄の健診会場等を案内できるようにする。 

   ・ ソーシャルマーケティングの手法を活用したDMを送付する。 

   ・ 外部委託機関による特定健康診査未受診者への戸別訪問や電話勧奨を行う。 

 ○事業者健診データ取得率の向上【取得率10.1％】（H29年度見込み10.0％） 

  ・広島県・広島労働局と連携し、特定健診・特定保健指導の実施率向上のための 
   連名パンフレットを作成し、事業所に対し送付、または健診機関からの勧奨時や 
   事業所訪問の際に活用する（8月、通年）。 

  ・県医師会と連携し、医師会報を通じて事業者健診データの提供について、健診機関に周知 

    する。 
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   〈被扶養者〉【実施率4.4％】 
   ・ 健診当日に指導対象者に対して、保健指導の利用勧奨通知を配布いただくよう、健診機関と 
    委託契約を結ぶ。勧奨業務を委託しない健診機関へは、結果通知に保健指導利用を勧める 
    リーフレットを同封いただく委託契約を結ぶ。 

   ・ 指導利用券未使用者（広島市内）に対して、支部窓口での指導案内通知を送付し、指導時に 

    肌年齢測定や血管年齢測定などの検査を実施する。 

   ・ 初回面談から一定期間後に簡易血液検査キットの利用ができるようにし、生活習慣改善の 

    効果をフィードバックする。 

 ○特定保健指導実施率の向上（全体の実施率20.0％以上） 
   〈被保険者〉【実施率20.7％】（H29.12月末時点9.5％） 

   ・ 健診当日に特定保健指導の実施ができる健診機関を増やす。 

   ・ 支部指導者が不足する地域での指導実施を外部委託する。 

   ・ 初回面談業務への注力のため、面談後の継続支援業務を外部委託する。 

   ・ 指導受け入れを断られた事業所については、指導対象者本人に対してDMを送付する。 

   ・ 初回面談から3か月後に血液検査等を取り入れ、生活習慣改善の効果をフィードバックする。 
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◆重症化予防対策の推進 
   ・ 未治療者への受診勧奨後、3か月以内に医療機関を受診した者の割合を11.7％以上 
    （H28年度11.4％）とする。 

   ・ 健診結果から支部独自で二次勧奨判定値に該当する方を抽出し、レセプトで健診後の受診 

    有無を確認する。未受診の場合は、受診勧奨通知を個別に送付する。 

   ・ 健診受診から6か月後に本部から送付される受診勧奨通知発送後に、受診状況回答書の返信 

    があった方に対して、電話または文書での支援を行う。 

◆ジェネリック医薬品の使用促進 
   ・ ジェネリック医薬品使用割合を73.5％以上（H29.8月末時点68.0％）とする。 

   ・ ジェネリック医薬品への理解を深めるためのセミナーを、広島地区と福山地区で開催する。 

   ・ 使用促進対策チームを設置し、分析結果に基づく改善策を策定、実施する。 

   ・ 使用割合の高い保険薬局について表彰を行い、使用率向上につなげる。 

   ・ 保険者協議会等で意見発信し、県全体で使用促進に向けた広報、希望シール作成等を実施。 

◆地域の医療提供体制への働きかけ 
   ・ 他の被用者保険との連携を含めた、地域医療構想調整会議への支部参加率を85.7％以上と 
    する。 

     ・ 地域医療を見える化したデータベースを活用し、地域ごとの医療提供の実態や偏りも踏まえ、 

    エビデンスに基づく意見発信を行う。 
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 ○組織や人事制度の適切な運営と改革 
   ・ 協会の理念実現に向け、日々の業務遂行を通じて目標達成を図っていけるよう新人事評価制度 
    を適切に運用し、実績や能力本位の人事を推進する。 

   ・ 業務遂行のため効率化をさらに図り、標準人員で着実な業務運営ができる体制を構築する。 

◆効果的な広報の推進と健康保険委員制度の推進 
 ○効果的な広報の促進 
   ・報道各社とのパイプを強化し、マスコミ報道を促進することにより情報発信を図る。 

   ・ WEB広報媒体を活用し、事業所ごとに対象層を絞った効果的な広報を行い、その効果検証も 

    行う。 

   ・ 新たな広報媒体（SNS等）の導入に向けた検討を行う。 

  
 ○健康保険委員を活用した広報の推進 
   ・ 広報活動における加入者理解率の平均について対前年度以上とする（WEBアンケートで測定）。 

   ・ 全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を52％ 

    以上（H29.6月末時点49.5％）とする。 

組織体制関係 


